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４．論文の要旨 
本研究は、大企業と比較して経営資源の質・量で劣る中小建設業者の新規事業への進出
に伴うビジネスモデルの変革について、多面的な検討を行い、独自の戦略策定プロセスに
ついて論じたものである。  
 
序章   
第 1 章 多角化戦略についての一考察  
第 2 章 ブルー・オーシャン戦略に関する一考察  
第 3 章 ホワイトスペース戦略に関する一考察  
第 4 章 ダイナミック・ケイパビリティに関する一考察  
第 5 章 中小建設業者再生のためのフレームワーク検討  
第６章 事例研究 
終章  
 
序章では、本研究の問題意識と目的が示されている。日本における建設投資額は、平成
４年の８４兆円をピークとし、平成 22 年には約半分の 41 兆円まで縮小している。これに
伴い、中小建設業者はその数・規模ともに縮小傾向にあり、厳しい状況に置かれている。
しかし、その一方で、地震等の大規模災害が生じた場合には、建設事業者がハード面の復
興を担うことになり、災害対策という観点からも、競争による淘汰によって特定の地域に
建設事業者の空白地が生じることは望ましくない。この点について、政府は入札において、
防災協定締結業者や BCP 策定業者に対して加点措置を講ずるなど、対応する姿勢を明確
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にしている。  
本論文は、このような厳しい環境にある中小建設業者が、市場が縮小していく公共事業
に過度に依存することなく事業を維持・拡大させていく戦略を構築するための枠組みを提
供することを目的としている。具体的には、ビジネスモデルの変革を伴う新規事業領域へ
の進出について、その計画立案から実行までのプロセスをどのように設計していくことが
望ましいのか、について論じるものである。  
このような問題意識に至った背景は、これまでに論じられてきた戦略論の多くは、能力
や資源という点で劣る中小企業にとっては難易度が高く、実行が難しいという著者の実務
的な経験から生まれている。本論文は、このような視座から先行研究を丹念にレビューす
ることを通じて、中小建設業者のビジネスモデルの変革を伴う新規事業領域への進出に関
する枠組みを提示することを目指したものである。  
第 1 章では、戦略の定義について先行研究に従って様々な類型を示した上で、前述の問
題意識に照らし合わせて検討し、多角化戦略に注目している。多角化については、Ansoff
（1957）の類型である垂直的多角化、水平的多角化、集成的多角化、あるいは Rumelt（1974）
や吉原（1981）などによる関連型多角化と非関連型多角化の研究などについて丁寧なレビ
ューを行っている。伝統的な多角化戦略論では、シナジー効果を中核的な概念として、現
在保有している経営資源の関連性による類型が行われてきた。これらの研究は、のちの資
源ベース資格の戦略論の基礎をなす研究であり、学術的な貢献は大きいものの、同質的な
競争を行っており、能力や資源の点で余力のない中小建設業者という観点から言えば、非
関連型の多角を実施する余裕はないであろうし、関連型の多角化は競合企業も実施するの
で結局は同質的な競争を回避することは難しい。さらに、多角化研究では、余剰資源があ
るときほど、多角化戦略はうまくいくという知見も提供されている。しかし、競争環境が
厳しい中小建設業者の状況を考えると、このような恵まれた環境にある企業は少数派であ
るといわざるを得ない。これらの点で、多角化戦略論をもとに中小建設業者の戦略を決定
することは、必ずしも有効ではないと論じている。  
第 2 章では、ブルー・オーシャン戦略について論じている。ブルー・オーシャン戦略と
は、新規需要を主体的に創造する戦略であり、競争相手がいない市場を生み出す戦略であ
る。ブルー・オーシャン戦略はそのコンセプトの独自性が高いこともさることながら、戦
略キャンバス、価値曲線、4 つのアクションによるバリューイノベーションなど、実用的
なツールも提供しており、理論的にも実務的にも有用な研究であると評価できる。しかし、
本論文では、経営資源や能力が十分ではない中小企業にとっては、これらのツールを活用
することは難易度が高く、有効なツールとはなりえない場合が多々あるとしている。特に、
競合企業の分析が決定的に重要であるこれらの枠組みでは、中小企業にとっては、調査や
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分析の精度を担保することが困難であるという限界を指摘している。  
第 3 章では、ホワイトスペース戦略について論じている。ホワイトスペース戦略は、ホ
ワイトスペースと名付けた新しい領域を「自社にとって新しい」と定義し、事業領域その
ものというよりは、ビジネスモデルの再構築に主眼を置いた理論を構築している。ホワイ
トスペース戦略の枠組みは、自社のコアスペースを明確にすることから始まり、自社にと
って新しい領域で必要となる顧客価値、利益方程式、経営資源、業務プロセスから構成さ
れるビジネスモデルを一貫した形で構築することなどで形成されている。  
本論文では、競合企業との関係というよりは、顧客価値と自社の資源や業務プロセスに
注目するという考え方は、中小企業にとっても実行しやすいコンセプトであるとしている。
しかし、当該研究では、ホワイトスペースにおいて必要となるビジネスモデルの革新が実
行可能かどうかについては、判断基準が示されておらず、中小企業がホワイトスペース戦
略の枠組みを活用するうえでは、この点が課題になることが指摘されている。 
第 4 章では、このような判断基準を提供する理論としてダイナミック・ケイパビリティ
論について論じられている。「内部・外部のコンピタンスの統合・構築・再配置を実行し、
急速な環境変化に対処する企業の能力」(Teece,Pisano,and Shuen,1997)という定義からも
わかるように、ダイナミック・ケイパビリティ研究は、現在のコンピタンスを新しい環境
に適応することができるかどうか、という観点からなされている。 
ダイナミック・ケイパビリティ論で論じられている内容は、中小企業の戦略策定と実行
にとって重要な視点を提供している。本論文では、中小企業は能力や経営資源を十分に保
有していないことが多く、また、新規に獲得するという観点から見ても、獲得にかかる金
銭的なコストや人材を引き付ける魅力という点で、比較的劣位になりやすいことを指摘し
ている。つまり、新規の事業もしくは新領域への進出に伴って、不足する経営資源や能力
をどのようにして埋めることができるのか、という観点は、戦略決定の際に重要なポイン
トとなると指摘している。 
第 5 章では、以上を踏まえて、中小建設業者にとって実行可能な新領域における戦略策
定のプロセスに関するフレームワークを構築している。中小建設業者の課題は、能力や経
営資源が十分ではない中で、同質的な競争環境からいかに抜け出すのか、という点にあり、
これを解決することが本論文の問題意識である。このため、本論文では同質的競争から抜
け出すことを理論的な中核においているブルー・オーシャン戦略の枠組みを基本としてい
る。 
しかし、前述のとおり、ブルー・オーシャン戦略には中小企業にとって実行という観点
では難易度の高いツールしか提供されていない。本論文では、この分析のフェーズにおい
て、これらのツールを使いこなすことができない場合に代替的にホワイトスペース戦略の
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プロセスを用いて、自社分析を中心に実施するというモデルを提示している。本論文では、
このようなことが可能になる特殊な条件として、中小建設業者を取り巻く同質的な競争を
あげている。つまり、同質的な競争がなされているがゆえに、顧客と自社との分析を通じ
て、他社と異なる競争の軸を見つけることが可能となるとしているのである。  
同様に、本論文では戦略構築、構築された戦略のチェックのフェーズにおいても、それ
ぞれ、ブルー・オーシャン戦略の枠組みを基本としつつ、その実行が困難である場合を想
定して代替的なプロセスをモデルに組み込んでいる。特に最後のチェックのフェーズでは、
ダイナミック・ケイパビリティという観点から検討するプロセスを設け、新しい戦略が本
当に実行可能なのかを検討することを可能にしている点に特徴がある。  
第 7 章は、アートリフォーム株式会社、株式会社ＴＴＮコーポレーション、マックスエ
ンジニアリング株式会社の事例研究を実施することを通じて、本論文で構築したフレーム
ワークの有効性を検証している。これらの 3 社は著者とのつながりが深い会社であり、経
営者に対する詳細なインタビューに基づいて作成された事例研究である。  
なお、第 7 章の冒頭では、定量的研究と定性的研究に関するレビューを実施し、定性的
研究の意義や方法論上の限界等に触れている。また、ケースの選択についても、サンプリ
ングの偏りについて論じ、追試の可能性についても確認をしたうえで、ケースの選択を行
っている。 
アートリフォーム社は、中小企業がひしめいているリフォーム業界において、各領域の
専門家を複数置くことによって、顧客の要望に多面的に対応できる新しいビジネスモデル
を構築することに成功した企業である。本論文のフレームに従って分析をすると、ダイナ
ミック・ケイパビリティという観点から、一時的に新戦略を断念し、Ｍ＆Ａをすることで
新しい資源を獲得し、戦略を再実行したという特徴のある事例であった。  
本論文によると、アートリフォーム社は、現在、地域密着の戦略を実行するために、ビ
ジネスモデルの革新を進めている。特に、web を活用した受注の仕組みや、専門家集団を
活用するための支店間の連携の仕組み、あるいは専門家の獲得・育成といった人的資源管
理の仕組みなどである。これら一連の変化は、本論文で提示したフレームワークに従った
意思決定プロセスのもとで進められていることが確認されている。 
TTN 社の事例研究では、２つの観点から分析を行っている。第１の分析は、ブルー・オ
ーシャン戦略の枠組みをそのまま適応できた事例である。畳という衰退産業において、24
時間営業という独自のビジネスモデル構築し、企業を成長に導いた事例においては、ブル
ー・オーシャン戦略の枠組みをそのまま実行できたという。しかし、それ以降の新領域へ
の拡大は、ブルー・オーシャン戦略の枠組みではなく、本論文で提示したモデルに従って、
戦略を立案し実行していた点は、興味深い事例であるといえる。ブルー・オーシャン戦略
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は、競争のない市場を作り出すことに主眼があるために、他社の模倣から市場を守るとい
う点については、インプリケーションがない。この点で、何度も何度もブルー・オーシャ
ン戦略を繰り返し実現することで、ブルー・オーシャンを作り続けることが理想であると
いえる。しかし、現実的には、自社の努力によって創造したブルー・オーシャンを捨てて、
新しいブルー・オーシャンを創造することは難しい。自己の成功体験をたやすく捨てるこ
とには、多くの慣性が働き、困難が伴うからである。  
第２の分析において、TTN 社は、自ら創造したブルー・オーシャンを軸に、新たな事業
展開を図っていることが示されている。TTN 社は、新しい戦略を構築し実行する際に、戦
略構築のフェーズとチェック、戦略再構築のフェーズを同時並行的に進めることで意思決
定を速めていた。TTN 社の迅速な意思決定と実行力の高さは、本論文で提示したフレーム
ワークに合致したプロセスを経ているものの、逐次的ではなく、同時並行的になされるこ
とで実現されていることが示された。  
マックスエンジニアリング社の事例は、今まさに新しい戦略を実行している進行形の事
例である。マックスエンジニアリング社では、ブルー・オーシャン戦略の枠組みに従って
考察はしたものの、その有効性に疑問を持ち、戦略の実行を断念したという。その後、本
論文で提示したフレームワークに従って戦略を構築し、実行に移していることから、本論
文のフレームワークの実務的な有効性を示す事例として位置づけられている。 
以上の 3 社の事例研究を通じて、本論文で構築した中小建設業者の戦略構築のフレーム
ワークは、有効に機能するといえると結論付けられている。もちろん、本論文では、3 社
の事例をもって普遍性があるという結論を出すのは早急に過ぎるとしており、飛躍的な結
論は出していない。しかし、少なくとも、詳細な事例研究を通じて、本フレームワークが
有効な枠組みとして機能していることは示すことができたとしている。 
終章では、これまでの議論をまとめた上で、本研究の理論的・実践的含意と本研究の課
題を示している。本研究の理論的な貢献は、第 1 に、資源や能力の面で劣っている中小企
業の観点から、枠組みを提供した点であるとしている。本論文で取り上げたブルー・オー
シャン戦略やホワイトスペース戦略は、それぞれ体系的な理論であり完成度の高い枠組み
を提供していることは間違いない。しかし、本研究は、これらの理論に依拠しつつも、中
小企業を前提に、経営資源や能力に劣っている企業でも実行可能であるという独自の枠組
みを構築したという点で、独自性の高い知見を提供している。  
 第 2 に、第 1 の視点と一部重複するが、実行という観点からフレームワークを構築し
ているという点をあげている。新しいビジネスモデルを描くだけではなく、実行するとい
う観点から策定プロセスを網羅した点に特徴があるとしている。この点で、これら 2 つの
含意は、中小企業建設業者にとっての実践的な含意ともいえる。  
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最後に、本論文では以下の点で論文の限界に触れている。第 1 に、本論文で提示された
フレームワークは、現段階では同質的な競争を行っている中小建設業に限定されている点
であり、中小企業に広く一般的に当てはめることはできない点である。第 2 に、本論文は
事例研究を通じて実証を行っているが、方法論上の限界があり、一般化ができていないと
いう点である。  
 
５．論文の評価 
 戦略論の分野ではこれまで多くの理論が生まれ、実践されてきた。新規領域にどのよう
にして進出し、成功するのかというテーマは、戦略論においても最も重要な研究領域の 1
つであり、現在も様々な研究が展開されている。しかし、多くの戦略論は成功した企業を
丹念に分析することを通じて、帰納的なアプローチによって生み出されてきた。このため、
競合のいない領域を見つけることができた企業、新しい領域で活用することができる能力
や経営資源を保有していた企業、あるいは獲得できた企業をベースに、フレームワークが
構築されている。  
 しかし、我が国の企業の多くは中小企業であり、また、中小企業は必ずしも優れた能力
を持ち豊富な経営資源を有しているわけではなく、優良な事例をベースに構築された経営
理論を実践するに十分な条件を備えているわけではない。本論文はこのような現場に即し
た問題意識から課題を見出し、研究の契機としたことによって、独自の研究の視点を持つ
に至っている点は、評価に値するといえよう。  
 また、本論文は、当該領域の先行研究を丹念に渉猟し、多角化戦略、ブルー・オーシャ
ン戦略やホワイトスペース戦略、あるいはダイナミック・ケイパビリティ研究の特徴を明
らかにしたうえで、中小建設業者にとって実行可能かという観点から、それぞれの理論的・
実務的な有効性と限界を示している。これをもとに、本論文は新たな戦略策定プロセスの
フレームワークを構築し、理論的な貢献を果たしている。先行研究の検討は、広い領域に
わたってなされていることから、やや浅い部分も見受けられるが、本論文は文献研究・理
論研究としても、一定の水準に達しており、評価に値する研究であると判断することがで
きる。 
 同様に、本論文は、詳細な事例研究を通じて、理論的な枠組みの有効性を実証している。
事例研究は、定性的な研究に求められる手続きにのっとって堅実になされており、説得力
の高いものとなっている。また、本論文で取り上げられた企業は、著者とのつながりも深
く、表面的な情報ではなく、より詳細なデプス・インタビューによる良質な情報に基づい
てなされたものであり、実証研究としても一定程度の水準に達していると評価できる。  
 一方で、本論文には下記の点で課題がある。第１に本論文は、構築した理論的枠組みを
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一般化するための実証が十分ではないという課題である。本論文では、質の高い事例研究
がなされているものの、事例の数は 3 つに過ぎず、一般化という点では物足りない。より
豊富なサンプルを用いた定量的な実証研究、あるいは適切なサンプリング理論に基づいて
抽出された定性的研究を積み重ねる必要がある。  
 第２に、理論的・実証的な枠組みの水平的な拡大である。本研究の知見は中小建設業者
という特殊な競争状況に置かれている対象にのみ適用できる枠組みとなっている。しかし、
本論文のフレームワークの多くの部分は、中小企業に共通したものである。この点につい
ては、フレームワークを適用する際に、どのようにして限定された条件を解除できるのか、
あるいは異なる変数を用いることで解決できるのか、といった研究が望まれる。今後の研
究の進展に期待したい。 
 
６．判定 
 本論文の貢献および所定の試験の成績を考慮して、本論文の提出者が博士（経営学）の
学位を授与されるのに十分な資格を持つものと判定する。  
